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地震発生後、港湾防災部局は現地からの被害報告がほとんどない中で、初動体制

や対応方針を短時間で判断する必要がありますが、夜間に地震が発生した場合や津

波により港湾に近づけない場合など、地震直後の現地被害の有無に関する情報の入

手は困難です。 

そうした背景の下、本研究では、港湾地域強震観測網で得られる各港湾での地震

波形（地表面）から計算される速度PSI値により、当該港湾での係留施設の被害有

無を概略判定する手法を提案したものです。 
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